３０福保高介第１２３３号
平成３０年９月２８日
各区市町村介護保険担当部長　殿

東京都福祉保健局高齢社会対策部長

粉　川　　貴　司
　　　　　　　　　　　　　　　　（公印省略）
　　　　地域密着型サービスに係る外部評価（第三者評価）における実施回数の
緩和要件の取扱いについて（通知）

　日頃より東京都の介護保険行政にご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

　東京都における地域密着型サービスに係る外部評価（第三者評価）の取扱いについては、平成１９
年６月１５日付１９福保高介第２１１号「東京都における地域密着型サービスに係る自己評価及び外
部評価の実施方針の策定について（以下「実施方針」という。）」において定められており、平成
２７年４月２３日付２６福保高介第１７６６号においてその一部を改正し、実施しているところです。

この度、実施方針５（２）における第三者評価の共通評価項目について、今年度から一部改訂されましたので、実施方針３（１）オにおける項目については、下記のとおり取扱いを変更いたします。

各区市町村におかれましては関係団体及び事業者等に対し、十分な周知を図るとともに、適切に運用していただくようお願いいたします。
記

１　指定する項目
認知症対応型共同生活介護については下記の標準項目とする。
	項目番号
	内　　容

	３－２－１－１（※）
	苦情解決制度を利用できることや事業者以外の相談先を遠慮なく利用できることを、利用者に伝えている

	３－２－１－２（※）
	利用者の意向(意見・要望・苦情)に対し、組織的に速やかに対応する仕組みがある。

	６－４－５－３
	家族等が事業所等に対し、意見や要望を表せる機会を設け、それらを活かした支援を行っている

	６－４－６－３
	利用者が地域とつながりながら暮らし続けられるよう、事業所が利用者と共に地域の一員として日常的に交流している

	６－４－６－４
	運営推進会議で話し合われた意見を活かして支援を行っている

	６－４－６－５
	区市町村や地域包括支援センターと日頃から連絡を取り、協力関係を築きながら支援を行っている


　　　　（※）「利用者調査とサービス項目を中心とした評価」を選択した場合は、項目番号「３－２－１－１」は「利用者保護に関する項目１－１」に、「３－２－１－２」は「利用者保護に関する項目１－２」に読み替える。

２　緩和要件該当のための条件

上記１の標準項目を満たしている状態であること。


（連絡先）


東京都福祉保健局高齢社会対策部


介護保険課介護保険担当


電話：０３－５３２０－４２９１








